
事業区分

事業番号

5-13

H27 H28 H29 H30 H31 総事業費

2,050 2,050 2,092 2,113 2,113 10,418

2,050 2,050 4,100

2,092 2,113 2,113 6,318

0.08 0.08 0.08 0.08 0.08

646 646 646 646 646 3,230

2,696 2,696 2,738 2,759 2,759 13,648

事務事業評価（事前評価）シート

主管課（担当名） 商工観光課（商工労政担当）
■実施計画
■重点プロジェクト

事務事業名 根室なでしこ応援事業
12622

（旧：12557）

２　事務事業の目的

目　的
女性の社会における活躍の場を創出するとともに、市内企業における労働力の確保に努め、地域経済の活性
化に繋げる。

成　果
女性の労働力確保に対する側面的支援を行うことにより、市内労働力の確保、市中経済の持続的発展が図ら
れる。

実施方法 □直営（市が直接実施）　　□補助（民間等に補助）　　■委託（民間等に委託）　　□その他

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

29 職場体験学習、ビジネス基礎講座、各種資格取得支援など

30 職場体験学習、ビジネス基礎講座、各種資格取得支援など

31 職場体験学習、ビジネス基礎講座、各種資格取得支援など 　※事業完了

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

３　事務事業の概要

事
務
事
業
の
概
要

年　度 概　　要

27 職場体験学習、ビジネス基礎講座、各種資格取得支援など

28 職場体験学習、ビジネス基礎講座、各種資格取得支援など

職員費（人員×8,081千円）

総事業費

維
持
管
理

管理主体

運営方法

維
持
管
理
費

施設維持費

概算人件費

事
業
費
と
内
訳

（単位：千円）

事業費

内

訳

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

人員(人工）

合計／年



2人 5人 10人

ア．

作成年度 平成27年度

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）

５　事務事業の効果について

取組みに当たって
期待される効果など

潜在的な労働力である女性の活用が図られ、市内経済の持続的発展や労働力の確保に繋がる。

４　事務事業の現状と課題

活
動
指
標

指　標　名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

根室なでしこ応援事業を利用した就職者数

ウ． 事業の緊急性

□緊急性が高い　　■緊急性はある　　□緊急性はない

女性活躍推進法の成立により、女性の能力を活かした取り組みが必要である。

エ． 手段の適切性

□適切である　　■現状として妥当である　　□検討の可能性はある

一定の職場・企業に偏ることなく様々な職場を体験することにより、参加者の向き・不向きの判断が就業前に
把握する事が出来、早期離職を未然に防止できる。

６　評価の視点

ア． 市民ニーズ

□かなりのニーズがある　　■ニーズはある　　□ニーズはあまりない

市中経済の持続的発展のため、潜在的労働力である女性の活用が必要である。

イ．
市が実施する
必要性

□市が実施すべきである　　■市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

現在、市で実施しているが、事業の成果・進捗状況を見て、関係団体や外部委託など検討が必要。

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

【速やかに実施】
速やかに事業推進を図るとともに、より活用しやすい制度となるよう検討を進められたい。

イ．
アを踏まえ、担当
部局の方針

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

オ． 事業の公平性

□公平性は高い　　■概ね公平である　　□改善の余地はある

広報誌・チラシ等、広く周知を行い、募集を行う。

カ． 事業の有効性

□本事業の有効性が高い　　■本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

市内企業における労働力の確保により、地域経済の活性化に繋がる。
また、就労支援をすることにより、男女共同参画の促進に繋がる。



事業区分

事業番号

5-13

H27 H28 H29 H30 H31 総事業費

3,182 1,785 3,199 3,199 3,199 14,564

1,785 1,785

3,182 3,199 3,199 3,199 12,779

0.04 0.04 0.04 0.04 0.04

323 323 323 323 323 1,615

3,505 2,108 3,522 3,522 3,522 16,179

事務事業評価（事前評価）シート

主管課（担当名） 商工観光課（商工労政担当）
■実施計画
■重点プロジェクト

事務事業名 若年者等雇用促進支援事業
12623

（旧：12211）

２　事務事業の目的

目　的 若年者等の地元定着・雇用促進を図るため、地元高校生等への資格取得支援等を行う。

成　果 若年者等の地元定着と労働力の流出防止を図る。

実施方法 □直営（市が直接実施）　　□補助（民間等に補助）　　■委託（民間等に委託）　　□その他

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

29 介護職員初任者研修講座の実施（委託）

30 介護職員初任者研修講座の実施（委託）

31 介護職員初任者研修講座の実施（委託）

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

３　事務事業の概要

事
務
事
業
の
概
要

年　度 概　　要

27 介護職員初任者研修講座の実施（委託）、若年者等正規雇用に対する補助

28 介護職員初任者研修講座の実施（委託）

職員費（人員×8,081千円）

総事業費

維
持
管
理

管理主体

運営方法

維
持
管
理
費

施設維持費

概算人件費

事
業
費
と
内
訳

（単位：千円）

事業費

内

訳

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

人員(人工）

合計／年



10人 15人 20人

ア．

作成年度 平成27年度

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）
若年者等正規雇用奨励補助金、若年者等定住・就職奨励補助金を平成２７年度末において廃止。

５　事務事業の効果について

取組みに当たって
期待される効果など

若年者等の地元定着と労働力の流出防止が図られる。

４　事務事業の現状と課題

活
動
指
標

指　標　名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

介護職員初任者研修講座受講人数

ウ． 事業の緊急性

■緊急性が高い　　□緊急性はある　　□緊急性はない

不足されている介護保険従事者の雇用を増大させるために、若年者等の雇用促進施策として重要である。

エ． 手段の適切性

□適切である　　■現状として妥当である　　□検討の可能性はある

高校新卒者のみならず、卒業後の若年者も対象とし、手広く募集を行っている。

６　評価の視点

ア． 市民ニーズ

□かなりのニーズがある　　■ニーズはある　　□ニーズはあまりない

若年者等に介護保険分野に興味関心の向上が図られる。

イ．
市が実施する
必要性

□市が実施すべきである　　■市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

専門的分野が多いことから、外部業者への委託にて実施している。

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

【速やかに実施】
速やかに事業推進を図るとともに、介護事業従事者のみならず、他の業種についても検討を進めるとともに、
若年者等雇用促進支援事業実施要綱及び補助金交付要綱、並びに市ホームページについて整理を急がれた
い。

イ．
アを踏まえ、担当
部局の方針

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

介護職員初任者研修講座を引き続き実施するほか、若年者から要望の強い医療事務研修等の実施を検討す
る。

オ． 事業の公平性

□公平性は高い　　■概ね公平である　　□改善の余地はある

募集人員も１０名と一定の人数を確保している。

カ． 事業の有効性

□本事業の有効性が高い　　■本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

研修課程受講により、主に福祉業界への雇用拡大が図られる。



事業区分

事業番号

5-13

H27 H28 H29 H30 H31 総事業費

5,319 5,559 7,919 7,919 7,919 34,635

5,559 5,559

5,319 7,919 7,919 7,919 29,076

0.04 0.04 0.04 0.04 0.04

323 323 323 323 323 1,615

5,642 5,882 8,242 8,242 8,242 36,250

事務事業評価（事前評価）シート

主管課（担当名） 商工観光課（商工労政担当）
■実施計画
■重点プロジェクト

事務事業名 創業支援制度補助事業
12625

（旧：12021）

２　事務事業の目的

目　的 ＵＩターン者における新規創業者に対して、創業に係る開業準備費及び建物賃借料の補助を行う。

成　果
人口の流出に伴い、ＵＩターン者に対する財政的支援をすることにより、新規創業や雇用の創出・産業の振興
が図られる。

実施方法 □直営（市が直接実施）　　■補助（民間等に補助）　　□委託（民間等に委託）　　□その他

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

29 ＵＩターン者に対する開業準備費・建物賃借料の補助

30 ＵＩターン者に対する開業準備費・建物賃借料の補助

31 ＵＩターン者に対する開業準備費・建物賃借料の補助

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

３　事務事業の概要

事
務
事
業
の
概
要

年　度 概　　要

27 ＵＩターン者に対する開業準備費・建物賃借料の補助

28 ＵＩターン者に対する開業準備費・建物賃借料の補助

職員費（人員×8,081千円）

総事業費

維
持
管
理

管理主体

運営方法

維
持
管
理
費

施設維持費

概算人件費

事
業
費
と
内
訳

（単位：千円）

事業費

内

訳

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

人員(人工）

合計／年



5件 10件 15件

ア．

作成年度 平成27年度

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）

５　事務事業の効果について

取組みに当たって
期待される効果など

人口の流出に伴い、ＵＩターン者に対する財政的支援をすることにより、新規創業や雇用の創出・産業の振興
が図られる。

４　事務事業の現状と課題

活
動
指
標

指　標　名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

UIターン者企業創業補助件数（開業準備費・建物賃借料）

ウ． 事業の緊急性

■緊急性が高い　　□緊急性はある　　□緊急性はない

地元企業の後継者不足や商店街の空洞化など、新規の創業を多角的に支援する必要がある。

エ． 手段の適切性

□適切である　　■現状として妥当である　　□検討の可能性はある

ＵＩターン希望者に対して、創業する際の財政的支援の一助となる。

６　評価の視点

ア． 市民ニーズ

□かなりのニーズがある　　■ニーズはある　　□ニーズはあまりない

地元根室へのＵターン希望者に対して、地元へ戻り創業する際の財政的支援の一助となる。

イ．
市が実施する
必要性

■市が実施すべきである　　□市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

財政的支援要素が強いため、事業の特殊性からも、市以外が単独で取り組むことは難しい。

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

【速やかに実施】
速やかに事業推進を図るとともに、制度周知等を積極的に行うなど利用者の増加に努められたい。

イ．
アを踏まえ、担当
部局の方針

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

オ． 事業の公平性

□公平性は高い　　■概ね公平である　　□改善の余地はある

補助金の補助率とは別に補助の上限額を設定している。

カ． 事業の有効性

□本事業の有効性が高い　　■本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

ＵＩターン者による創業により、雇用の創出や新しいブランド力による刺激など、地元経済の活性化が期待され
る。


